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平成２７年度決算に基づく健全化判断比率等について 

 

1 座間市の健全化判断比率、資金不足比率 

 

平成２１年４月１日に全面施行となった「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下、

「財政健全化法」と略します。）」の規定により「財政の健全性」を判断するため、平成27

年度決算に基づく健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将

来負担比率の４指標）と公営企業の資金不足比率を算定いたしました。 

算定の結果、いずれの比率も国が定めた早期健全化基準を大きく下回っており、本市の財政

の健全性は、財政健全化法上も問題ありません。 

 

【健全化判断比率】 

指 標 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 
― （▲5.59％） 

（赤字はありません） 12.22％ 20.00％ 

連結実質赤字比率 
― （▲15.23％） 

（赤字はありません） 17.22％ 30.00％ 

実質公債費比率 2.8％ 25.0％ 35.0％ 

将来負担比率 4.0％ 350.0％ ― 

※すべての会計において実質赤字額はありません。この場合、実質赤字比率、連結実質赤字

比率は「―」と表記し、参考までに黒字の程度を（▲）で表示しています。 

【資金不足比率】 

公営企業会計名 資金不足比率 経営健全化基準 財政再生基準 

水道事業会計 
― （▲106.6％） 

（資金不足はありません） 
20.00％ ― 

公共下水道事業特別会計 
― （▲9.2％） 

（資金不足はありません） 

※すべての会計において資金不足額はありません。この場合、資金不足比率は「―」と表記

し、参考までに資金剰余の程度を（▲）で表示しています。 

 

 

 

 実質赤字比率： 一般会計の実質的な赤字の程度を比率化したもの 
 
 連結実質赤字比率： 一般会計、３特別会計及び水道事業会計、公共下水道事業特別

会計の赤字、黒字を合算した、会計全体の実質的な赤字の程度
を比率化したもの 

 
 実質公債費比率： 一般会計が負担する公債費及び公債費に準じた経費の程度を比

 率化したもの 
 
 将来負担比率： 一般会計が将来負担すべき実質的な負債（市債残高のほか、退 

 職手当支給予定額、高座清掃施設組合等の地方債残高）の程度 
 を比率化したもの 

 
 資金不足比率： 公営企業である水道事業会計及び公共下水道事業特別会計の資

金不足額の程度を比率化したもの

各比率の概要 
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2 財政健全化法の概要 

 

自治体財政の健全性を確保するための従来の仕組みは、破綻した自治体財政の再建を国の関

与によって促進する制度が地方財政再建促進特別措置法（昭和30年制定、以下「再建法」と略

します。）に定められていました。 

この再建法による制度は、制定後50年を経過し、次のような課題が指摘されるところとなり

ました。 

① 再建団体の基準しかなく、早期に是正を促す機能がない。 

② 基準として使用する指標は、実質収支（フロー）の赤字の比率のみであり、地方債残高

など負債（ストック）の状況に課題があっても、制度の対象にならない。 

③ 主として普通会計（本市の場合、一般会計に相当します。）の状況のみが対象であり、

公社、第三セクターなどとの関連が考慮されていない。 

これらの課題を踏まえ、平成19年に制定された財政健全化法の特徴は次のとおりです。 

① 悪化した財政状況を早期に健全化するため、「早期健全化基準」と「財政再生基準」を

設ける。 

② 実質収支（フロー）の指標だけでなく、負債等（ストック）の指標を導入する。 

③ 普通会計だけでなく、公社、第三セクターなども含めた、連結ベースで自治体全体の財

政状況を把握する。 

④ 財政指標の整備と情報開示を徹底するため、監査委員の審査に付し、議会に報告すると

ともに公表する。 

財政健全化法の制定により、自治体全体の将来負担を含めた財政状況を把握し、指標を公表

することで、財政破綻する前に自主的な改善努力による財政健全化を図ることが制度化されま

した。 
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3 早期健全化基準と財政再生基準 

 

(1) 早期健全化基準 

健全化判断比率（実質赤字比率などの４指標）、公営企業の資金不足比率のいずれかが国の

定めた「早期健全化基準」（公営企業については「経営健全化基準」）以上になった場合は、

自主的な改善努力による財政健全化を図るために「財政健全化計画」（公営企業については「経

営健全化計画」）の策定、実施が義務付けられます。 

この計画については、①議会の議決を得た上で策定、②公表及び県への報告、③その実施状

況の議会への報告、公表、県への報告などの手続きを行うこととされています。 

 

(2) 財政再生基準 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率のいずれかが国の定めた「財政再生基準」

以上になった場合は、自主的な財政健全化は困難とみなされ、国等の関与による確実な財政再

生を図るために「財政再生計画」の策定、実施が義務付けられます。 

この計画の策定、実施に必要な手続きは上記（1）とほぼ同様ですが、一定の国の関与や地

方債の起債制限等の措置が講じられます。 
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4 健全化判断比率等の算定式の概要と座間市の算定値 

 

 

◆実質赤字比率とは・・・ 

一般会計の実質的な赤字の程度を比率化したもの 

 

(1) 算定式の概要 

一般会計の実質赤字額 

実質赤字比率＝ 

標準財政規模 
 

○ 実質赤字額： 歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額等 

○ 標準財政規模：当該団体の通常歳入される標準的な一般財源の規模 

（主なものは一般財源となる市税、地方譲与税、利子割交付金等の交

付金） 

 

(2) 座間市の算定値 

「―」▲12億9,548万1千円 
（一般会計の実質赤字額） 

「―」▲5.59％＝ 

（実質赤字比率） 231億4,991万1千円（標準財政規模） 

 

 

○ 一般会計の実質赤字額はありません。この場合、実質赤字比率は「―」と表

記し、参考までに黒字の程度を▲で表示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 実質赤字比率 

平成27年度 平成26年度

一般会計 1,295,481 467,760 +827,721 +177.0

標準財政規模 23,149,911 22,851,371 +298,540 +1.3

実質赤字比率 ▲ 5.59% ▲ 2.04% ▲ 3.55

増減率
(％)

会計名
実質収支額(千円) 増減額

(千円)
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◆連結実質赤字比率とは・・・ 

一般会計のほか、国民健康保険事業特別会計などの３特別会計や、水道事業会計、公共

下水道事業特別会計の赤字、黒字をすべて合算した、市全体の実質的な赤字の程度を比

率化したもの 

 

(1) 算定式の概要 

連結実質赤字額 

連結実質赤字比率＝ 

標準財政規模 
 

○ 連結実質赤字額：①＋②の合計額 

① 一般会計及び３特別会計（国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療

保険事業）の実質赤字額の合計 

② 公営企業である水道事業会計及び公共下水道事業特別会計の資金不足額 

 

(2) 座間市の算定値 

「―」▲35億2,759万9千円 
（連結実質赤字額） 

「―」▲15.23％＝ 

（連結実質赤字比率） 231億4,991万1千円（標準財政規模） 
 

 

○ すべての会計において実質赤字額はありません。この場合、連結実質赤字比

率は「―」と表記し、参考までに黒字の程度を▲で表示しています。 

 

会計別実質収支額および資金剰余額内訳 

すべての会計において、赤字ではありません。 

 

Ⅱ 連結実質赤字比率 

平成27年度 平成26年度

一般会計 1,295,481 467,760 +827,721 +177.0

国民健康保険事業特別会計 87,478 112,208 ▲ 24,730 ▲ 22.0

介護保険事業特別会計 202,961 139,077 +63,884 +45.9

後期高齢者医療保険事業特別会計 63,070 61,215 +1,855 +3.0

小　計 1,648,990 780,260 +868,730 +111.3

平成27年度 平成26年度

水道事業会計 1,724,788 1,447,822 +276,966 +19.1

公共下水道事業特別会計 153,821 60,011 +93,810 +156.3

小　計 1,878,609 1,507,833 +370,776 +24.6

合　計 3,527,599 2,288,093 +1,239,506 +54.2

標準財政規模 23,149,911 22,851,371 +298,540 +1.3

連結実質赤字比率 ▲ 15.23% ▲ 10.01% ▲ 5.22

増減率
(％)

会計名
増減額
(千円)

増減率
(％)

会計名
増減額
(千円)

実質収支額(千円)

資金剰余額(千円)
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◆実質公債費比率とは・・・ 

一般会計が負担する公債費及び公債費に準じた経費の程度を比率化したもの  

 

(1) 算定式の概要 

（①元利償還金＋②準元利償還金）－ 

（③特定財源＋④元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

実質公債費比率＝ 
⑤標準財政規模－④元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 

① 元利償還金：一般会計で借り入れた地方債の元利償還金 

② 準元利償還金：ア～オの合計額 

ア 満期一括償還地方債の1年当たりの元金償還相当額 

イ 下水道事業債等の償還財源に充てた、一般会計の繰出金 

ウ 一部事務組合が借り入れた地方債の償還財源に充てた、組合への負担金（本市では広域大

和斎場組合、高座清掃施設組合が該当します） 

エ 公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出額 

オ 一時借入金の利子 

 

③ 特定財源： 

元利償還金及び準元利償還金に充てた特定財源（本市においては、都市計画事業

のために借り入れた地方債の償還に充てた都市計画税などです。） 

④ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額： 

普通交付税の算定上、基準財政需要額に算入される元利償還金及び準元利償還金 

（基準財政需要額とは、自治体の人口、面積等に応じて必要と認められる標準的な事務事業

に要する歳出の額を、国の算出基準に従って算定した額です。） 

 

(2) 座間市の算定値 

（①24億8,113万7千円＋②12億3,737万9千円）－ 

（③8億4,445万4千円＋④23億9,535万8千円） 

2.30650％＝ 

   ⑤231億4,991万1千円－④23億9,535万8千円 

平成26年度単年度：1.51085％ 

平成25年度単年度：4.75696％ 

３ヵ年平均 2.8％ 

 

○ 実質公債費比率は、平成25年度～平成27年度の３ヵ年平均で算定します。 

 

※ 実質公債費比率の算定値の詳細は、次頁を参照してください。 

 

 

Ⅲ 実質公債費比率 

（実質公債費比率）  
（平成 27 年単年度）  
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Ⅲ（3）実質公債費比率の内訳  

平成２７年度 平成２６年度 増減 増減率（％）

478,704 305,582 173,122 56.7

2,481,137 2,848,992 ▲ 367,855 ▲ 12.9

1,237,379 842,402 394,977 46.9

ア 満期一括償還地方債の1年当たりの元金償還相当額 0 0 0 0.0

イ 下水道事業債等の償還財源に充てた、一般会計の繰出金 698,529 615,092 83,437 13.6

31,101 47,477 ▲ 16,376 ▲ 34.5

広域大和斎場組合 0 2,576 ▲ 2,576 ▲ 100.0

高座清掃施設組合 31,101 44,901 ▲ 13,800 ▲ 30.7

507,097 179,441 327,656 182.6

オ 一時借入金の利子 652 392 260 66.3

844,454 760,279 84,175 11.1

2,395,358 2,625,533 ▲ 230,175 ▲ 8.8

20,754,553 20,225,838 528,715 2.6

23,149,911 22,851,371 298,540 1.3

2,395,358 2,625,533 ▲ 230,175 ▲ 8.8

2.30650 1.51085 0.8

平成25年度＝ 4.75696

2.8

ウ 一部事務組合が借り入れた地方債の償還財源に充てた、
   組合への負担金

エ 公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出額

 ①元利償還金

 ②準元利償還金 ア～オの合計

③特定財源

④元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

平成２７年度実質公債費比率（３カ年平均）

（単位:千円）

⑤標準財政規模

④元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

 分  母 ⑤－④

算  定  内  容

 分  子（①＋②）－（③＋④）

（①＋②）－（③＋④）
実質公債費比率＝

⑤－④
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◆将来負担比率とは・・・ 

一般会計が将来負担すべき実質的な負債（市債残高のほか、退職手当支給予定額、高

座清掃施設組合等の地方債残高）の程度を比率化したもの 

 

(1) 算定式の概要 

 

①将来負担額－②充当可能財源等 

将来負担比率＝ 
③標準財政規模－④元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 

 

① 将来負担額：ア～クの合計額 

ア 一般会計の地方債現在高 

イ 債務負担行為に基づく支出予定額 

ウ 下水道事業債等の元金償還に充てる、一般会計の繰出金の見込額 

エ 一部事務組合が借り入れた地方債の元金償還に充てる、組合への負担金の見込額 

オ 退職手当支給予定額に対する一般会計の負担見込額 

カ 設立法人の負債などに対する一般会計の負担見込額 

キ 連結実質赤字額 

ク 一部事務組合の連結実質赤字相当額のうち一般会計の負担見込額 

 

② 充当可能財源等：ケ～サの合計額 

ケ 充当可能基金額： 

将来負担額に計上された地方債の償還などに充てることができる基金の現在高 

コ 充当可能特定歳入見込額： 

将来負担額に計上された地方債の償還などに充てることができる特定財源の見込額 

（本市における主なものは、都市計画事業のために借り入れた地方債の償還に充てることができる

都市計画税です。） 

 

サ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額： 

普通交付税の算定上、基準財政需要額に算入される元利償還金及び準元利償還金の見込額

（交付税措置が見込まれる額） 

 

(2) 座間市の算定値 

①404億4,928万9千円－②396億73万9千円 

4.0％＝ 

③231億4,991万1千円－④23億9,535万8千円 

 

 

※将来負担比率の算定の詳細は、次頁を参照してください。 

（将来負担比率） 

Ⅳ 将来負担比率 
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Ⅳ（3）将来負担比率の内訳  

（単位:千円）

平成２７年度 平成２６年度 増減 増減率(％) 備　　考

848,550 1,084,370 ▲ 235,820 ▲ 21.7

40,449,289 41,223,816 ▲ 774,527 ▲ 1.9

26,716,288 26,000,052 +716,236 +2.8

800,055 1,147,858 ▲ 347,803 ▲ 30.3

6,681,669 7,240,793 ▲ 559,124 ▲ 7.7

194,456 168,354 +26,102 +15.5

高座清掃施設組合 194,456 168,354 +26,102 +15.5

6,056,821 6,666,759 ▲ 609,938 ▲ 9.1

0 0 +0 +0.0

0 0 +0 +0.0
本市の全ての会計で実質
赤字額はありません。

0 0 +0 +0.0
加入している一部組合に
赤字額はありません。

39,600,739 40,139,446 ▲ 538,707 ▲ 1.3

2,564,291 2,608,520 ▲ 44,229 ▲ 1.7

財政調整基金 1,483,992 1,686,481 ▲ 202,489 ▲ 12.0

国民健康保険財政調整基金 558 558 +0 +0.0

消防施設整備基金 2,485 2,481 +4 +0.2

公共用地取得基金 23,084 15,181 +7,903 +52.1

教育施設整備基金 2,796 3,642 ▲ 846 ▲ 23.2

交通対策基金 11,920 11,865 +55 +0.5

緑地保全基金 17,351 16,870 +481 +2.9

職員退職手当基金 599,832 531,468 +68,364 +12.9

地域福祉ふれあい基金 117,521 9,080 +108,441 +1,194.3

地下水保全対策基金 16,632 27,627 ▲ 10,995 ▲ 39.8

介護保険給付費支払基金 238,874 141,104 +97,770 +69.3

地域福祉複合施設整備基金 0 107,203 ▲ 107,203 ▲ 100.0

交流親善基金 30,337 34,653 ▲ 4,316 ▲ 12.5

まちづくり基金 35 35 +0 +0.0

ふるさとづくり基金 715 615 +100 +16.3

児童福祉井上基金 10,000 10,000 +0 +0.0

低炭素社会推進基金 7,658 9,056 ▲ 1,398 ▲ 15.4

奨学金基金 501 601 ▲ 100 ▲ 16.6

7,706,136 7,624,342 +81,794 +1.1
見込額はすべて都市計画
税となっています。

29,330,312 29,906,584 ▲ 576,272 ▲ 1.9

20,754,553 20,225,838 +528,715 +2.6

23,149,911 22,851,371 +298,540 +1.3

2,395,358 2,625,533 ▲ 230,175 ▲ 8.8

4.0 5.3 ▲ 1.3

算  定  内  容

 分  子 ①-②

エ 一部事務組合が借り入れた地方債の償還財源に充てた、
   組合への負担金見込額

キ 連結実質赤字額

 ① 将来負担額  ア～クの合計

ケ 充当可能基金額

サ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

コ 充当可能特定歳入見込額

ク 一部事務組合の連結実質赤字相当額のうち一般会計の
　 負担見込額

カ 設立法人の負債などに対する一般会計の負担見込額

ア 一般会計の地方債現在高

オ 退職手当支給予定額に対する一般会計の負担見込額

イ 債務負担行為に基づく支出予定額

ウ 下水道事業債等の元金償還に充てる、一般会計の繰出金
   の見込額

④元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

 分  母 ③－④

③標準財政規模

② 充当可能財源等  ケ～サの合計

①－②
将来負担比率＝

③－④
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◇資金不足比率とは・・・ 

公営企業である水道事業会計及び公共下水道事業特別会計の資金不足額の程度を比率

化したもの 

 

(1) 算定式の概要 

資金不足額 

資金不足比率＝ 

事業規模 
 

本市で対象となるのは、水道事業会計及び公共下水道事業特別会計です。 

 

○資金不足額：歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額等 

○事業の規模：営業収益に相当する収入の額等 

 

(2) 座間市の算定値 

  

  水道事業会計 

「―」▲17億2,478万8千円 
（資金不足額） 

「―」▲106.6％＝ 

（資金不足比率） 16億1,702万6千円（事業規模） 

 

○ 資金不足額はありません。この場合、資金不足比率は「―」と表記し、参考ま

でに黒字の程度を▲で表示しています。 

 

  公共下水道事業特別会計 

「―」▲1億5,382万1千円 
（資金不足額） 

「―」 ▲9.2％＝ 

（資金不足比率） 16億6,575万円（事業規模） 

 

○ 資金不足額はありません。この場合、資金不足比率は「―」と表記し、参考ま

でに黒字の程度を▲で表示しています。 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 資金不足比率 
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Ⅴ（3）資金不足比率の内訳 

 

法適用企業：水道事業会計 
（単位:千円）

平成２７年度 平成２６年度 増減 増減率(％) 備　　考

▲ 1,724,788 ▲ 1,447,822 ▲ 276,966 +19.1

①　ア－イ－ウ－エ－オ－カ 159,881 297,247 ▲ 137,366 ▲ 46.2

252,916 381,080 ▲ 128,164 ▲ 33.6

79,607 68,702 +10,905 +15.9

0 0 +0 +0.0

0 0 +0 +0.0

13,428 15,131 ▲ 1,703 ▲ 11.3

0 0 +0 +0.0

0 0 +0 +0.0

1,884,669 1,745,069 +139,600 +8.0

1,877,865 1,736,907 +140,958 +8.1

0 0 +0 +0.0

0 0 +0 +0.0

6,804 8,162 ▲ 1,358 ▲ 16.6

1,617,026 1,633,899 ▲ 16,873 ▲ 1.0

1,640,953 1,654,287 ▲ 13,334 ▲ 0.8

23,927 20,388 +3,539 +17.4

▲ 106.6 ▲ 88.6 ▲ 18.0

⑤　受託工事収益額

 分  母 ④－⑤

④　営業収益の額

③　キ－ク－ケ＋コ

イ　決算において貸借対照表の流動負債に計上さ
　　れている企業債及び他の会計からの長期借入
　　金で、建設改良費等に充てるためのものの額

ク　平成２６年度において執行すべき事業に係る
　　支出予算の額のうち、平成２７年度に繰り越
　　した事業の財源に充当することができる特定
　  の収入で、平成２６年度に収入された部分に
　  相当する額

コ　決算における流動資産に係る貸倒引当金の額

ケ　現金会計である他会計との間で生じる重複額

②　建設改良費・準建設改良費以外の経費財源に充てる
    ために起こした地方債の平成２７年度末残高

算  定  内  容

 分  子 ①＋②－③　（負の数値の場合は、剰余額）

キ　決算における流動資産の額

ア　決算における流動負債の額

ウ　決算における貸借対照表に計上されている一
    時借入金及び未払金のうち、建設改良費に係
    るものであって、その支払財源に充てるため
    に翌年度に地方債を起こすこととしているも
    のの額

エ　現金会計である他会計との間で生じる重複額

オ　決算において貸借対照表の流動負債に計上さ
　　れている引当金とリース債務の額

カ　決算において貸借対照表の流動負債に計上さ
　　れている民間資金等の活用による公共施設等
　　の整備等の促進に関する法律第２条第４項に
　　規定する選定事業に係る経費の支出予定額の
　　うち、公共施設又は公用施設の建設事業費及
　　び公共用若しくは公用に供する土地又はその
　　代替地としてあらかじめ取得する土地の購入
　　費に係るものの額

①＋②－③
資金不足比率＝

④－⑤
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法非適用企業：公共下水道事業特別会計 
（単位:千円）

平成２７年度 平成２６年度 増減 増減率(％) 備　　考

▲ 153,821 ▲ 60,011 ▲ 93,810 +156.3

2,762,848 3,015,790 ▲ 252,942 ▲ 8.4
総費用＋資本的支出＋積立金＋前年度繰上
充用金

0 0 +0 +0.0
建設改良費・準建設改良費以外の経費の財
源に充てるために起こした地方債の平成２
７年度末残高

2,916,669 3,075,801 ▲ 159,132 ▲ 5.2

2,916,669 3,075,801 ▲ 159,132 ▲ 5.2
総収益＋資本的収入＋前年度からの繰越金
＋ 収益的支出に充てた地方債＋ 収益的支
出に充てた他会計借入金

0 0 +0 +0.0

Ａ　継続費逓次繰越額 0 0 +0 +0.0

Ｂ　繰越明許費繰越額 0 0 +0 +0.0

Ｃ　事故繰越繰越額 0 0 +0 +0.0

Ｄ　事業繰越額 0 0 +0 +0.0

Ｅ　支払繰延額 0 0 +0 +0.0

Ｆ　Ａ～Ｅに係る未収入特定財源 0 0 +0 +0.0

1,665,750 1,753,937 ▲ 88,187 ▲ 5.0

1,665,750 1,753,937 ▲ 88,187 ▲ 5.0

0 0 +0 +0.0

▲ 9.2 ▲ 3.4 ▲ 5.8

算  定  内  容

 分  子 ①＋②－③
　（負の数値の場合は、剰余額）

イ　翌年度に繰越すべき財源
     （ＡからＥの合計）－Ｆ

①　決算における歳出総額

ア　決算年度における歳入総額

②　算入地方債残高

⑤　受託工事収益額

 分  母 ④－⑤

④　営業収益の額

③　実質歳入決算額　ア－イ

①＋②－③
資金不足比率＝

④－⑤

 


